
国土強靱化アクションプラン2014の概要

国土強靱化アクションプラン2014について
○毎年度、施策の進捗を評価し、これを踏まえて取り組むべき方針をアクションプランとしてとりまとめ
ることにより、基本計画を着実に推進するためのもの

○プログラムの進捗管理にあたっては重要業績指標(KPI)等の具体的数値指標の目標を設定し、施策
の進捗を可能な限り定量的に評価

○プログラムごとの脆弱性評価の結果、これを踏まえたプログラムごとの推進計画（推進方針＋ＫＰＩ目
標値）及び主要施策で構成

●プログラムの推進計画(抜粋）

起きてはならない
最悪の事態の例

推進計画の例
重要業績指標（KPI）の例

建物・交通施設等

の大規模倒壊等に

よる死傷者発生

・住宅・建築物等の耐震化

・つり天井など非構造部材の耐

震対策の推進

【国交】住宅・建築物の耐震化率

住宅：約79％（H20）→95％（H32）

建築物：約80％（H20）→90％（H27）

大規模津波等によ

る多数の死者発生

・ハード対策の着実な推進とソフ

ト対策を組み合わせた対策の推

進

【国交・農水】東海・東南海・南海地震等の大規模

地震が想定されている地域等における海岸堤防等

の整備率（計画高までの整備と耐震化）

約31％（H24）→約66％（H28）

【国交・農水】最大クラスの津波ハザードマップを作

成・公表し、防災訓練等を実施した市町村の割合

14％（H24）→100％（H28）

異常気象等による

市街地等の浸水

・河道掘削や築堤、洪水調節施

設の整備･機能強化、排水施設

の整備等を推進

・土地利用と一体となった減災

対策や、洪水ハザードマップや

内水ハザードマップの作成支援

【国交】人口・資産集積地区等における中期的な目

標に対する河川の整備率

約74％（H24）→約76％（H28）

【国交】内水ハザードマップを作成・公表し、防災訓

練等を実施した市町村の割合

31％（H24）→100％（H28）

サプライチェーンの

寸断等による企業

の国際競争力低下

・サプライチェーンを確保するた

めの企業ごと・企業連携型BCP

の策定

【内閣府】大企業及び中堅企業のBCPの策定割合

大企業：45.8％（H23）→ほぼ100％（H32）

中堅企業：20.8％（H23）→50％（H32）

社会経済活動に必

要なエネルギー供

給の停止

・災害時石油供給連携計画、石

油精製・元売各社におけるBCP

の見直し

【経産】石油精製・元売会社におけるバックアップ体

制を盛り込んだBCPの策定率

0％（H24）→100％（H26）

基幹的陸上海上交

通ネットワークの機

能停止

・交通施設の災害対応力を強化

するための対策の推進

【国交】代替性確保のための道路ネットワークの整

備 約47％（H23）→約50％（H28）

【国交】国際戦略港湾・国際拠点港湾・重要港湾に

おける港湾BCPが策定されている港湾の割合 3％

（H24）→100％（H28）

食料等の安定供給

の停滞

・食品サプライチェーンを構成す

る事業者間による災害時連携・

協力体制の構築

【農水】食品産業事業者等における連携・協力体制

の構築割合 24％（H24）→50％（H29）

●プログラム推進のための主要施策 略
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国土強靱化推進本部決定


